
基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した活性化事業（交付金相当部分）

（単位：千円）

（９）商品テスト強化事業 0 0

（10）地方苦情処理委員会活性化事業

0 109 109

（８）消費者教育・啓発活性化事業 10,299 40,510

0

0 0

0

50,809

0

都道府県 市町村 合計

5,980 26,579 32,559

（５）消費生活相談窓口高度化事業

33,402 0 33,402

2,242 5,317 7,559

26

15,544 15,544

3,971 3,997

0

（７）食品表示・安全機能強化事業

（４）消費生活相談員等レベルアップ事業

（６）広域的消費生活相談機能強化事業

（１）消費生活センター機能強化事業

事業名

（３）消費生活相談員養成事業

（２）消費生活相談スタートアップ事業

福岡県（平成21年度）

２．消費者行政決算及び今年度の基金取崩し額
（単位：千円）

518,521

合計

1,887

4,433 5,771

消費者行政決算総額

（10）地方苦情処理委員会活性化事業

6,528

（11）一元化相談窓口緊急整備事業 1,338

55,174 101,104 156,278

4,641

0 0 0

都道府県決算

（12）消費者行政活性化オリジナル事業

373,746

156,278

30%

管内市町村決算

基金取崩し額

取崩し割合

144,775



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

人日

25 人

1474 人日

管内全体の研修参加・受入（実績）

人人

福岡県、大牟田市、飯塚市、八女市、大川市、
中間市、小郡市、筑紫野市、春日市、大野城
市、宗像市、大宰府市、糸島市（旧前原市）、
朝倉市、遠賀町、筑前町

25 人

1474 人日

人日

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

福岡県、大牟田市、飯塚市、八女市、大川市、
中間市、小郡市、筑紫野市、春日市、大野城
市、宗像市、大宰府市、糸島市（旧前原市）、朝
倉市、遠賀町、筑前町

自治体参加型

法人募集型

４．一元的相談窓口緊急整備事業

人 人時間／年 千円

人 人時間／年 千円

事業実施自治体

大牟田市、田川市、春日市、大野城市、遠賀町、筑前町

482 1,338県

管内市町村 13 2,373 4,433

対象人員数

7

追加的総費用追加的総業務量（総時間）



５．今年度に都道府県が実施した活性化事業（交付金相当分） （単位：千円）

事業（実績）の概要

高度な相談に対応するため、専門家の助言を受けた専門相談の実施

事業名

①消費生活センター機能強化事業（増設）

②消費生活センター機能強化事業（拡充）

③消費生活相談員養成事業（研修開催）

105

●テレビCMの放映、視覚障害者および外国人向けパンフレットの配布による、消費生活
センターに関する住民への周知
●相談用パソコンを整備による相談機能の強化

（財）福岡県消費者協会に委託して相談員養成実務的研修（初級）を開催

相談員養成実務的研修受講生に対する研修参加支援の実施

●県内の相談員等を対象に毎月1回事例検討会を開催
●相談員、行政担当職員を対象に法令や面接･相談対応についての研修を実施（6回）

⑦消費生活相談窓口高度化事業 2,172

13,389 13,389

3,290 2,242

13,642

3,290⑤消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

事業計画

事業経費
基金（交付
金相当分）
対象経費

④消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑧食品表示・安全機能強化事業

26

●高齢者向け啓発パンフレット（2種類）を作成し 市町村が高齢者宅を訪問する際の配布

19,76020,013

2,242

事業経費
基金（交付
金相当分）
対象経費

5,980 5,980

2,042

13,642

事業の実績

19,760

6,150 6,150

20,013

市町村行政職員向け相談マニュアルを作成

921⑭消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化） 1,031 1,031 921

⑨消費者教育・啓発活性化事業

⑩商品テスト強化事業

⑪地方苦情処理委員会活性化事業

56,57858,645合計

軽自動車、機器類（携帯用パソコン、プリンタ、ビデオカメラ、ICレコーダー、複写機）の整
備による事業者指導や法執行等の機能強化

55,174

969 969 966

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑮消費者行政活性化オリジナル事業（その他） 966

苦情相談情報のPIOーNETへの入力時間の短縮、事業者指導･法執行機能の強化、消費
者教育･啓発事業の強化、消費者庁創設に伴い増加する相談に対応するため県内の相
談員等の相談能力向上のための事業を行った。

●高齢者向け啓発パンフレット（2種類）を作成し、市町村が高齢者宅を訪問する際の配布
用や出前講座用として活用
●高校生を対象に啓発用のDVDを作成し、県内の高校に配布して授業等での消費者教
育に活用
●訪問販売防止シールを作成し、県内の高齢者宅に配布し悪質な訪問販売業者対策と
して活用

10,199

⑫一元的相談窓口緊急整備事業 1,432 1,432

10,199 10,299 10,299

57,190

1,338 1,338



６．活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

③消費生活相談員養成事業（研修開催）

②消費生活センター機能強化事業（拡充）

⑧食 安全機能強 事業

④消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

①消費生活センター機能強化事業（増設）

消費生活センターに関する住民への周知、機材･事務用機器類の購入費

講師謝金、講師旅費、教材作成･購入費･その他管理にかかる経費

事業強化・機能強化の成果

次の研修を実施して県内の相談員及び行政職員の相談能力
向上を図った。
・事例検討会（毎月1回）
・消費生活相談基礎講座（行政職員対象2回）
･接遇及び聴取納涼向上講座（1回）
･法律等専門講座（3回）

⑤消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談窓口高度化事業

研修生日当、旅費

講師謝金、講師旅費、会場借料、会議費、教材作成･購入に係る経費、その
他管理に係る経費

事業名

研修受講生に対して、研修参加支援を行った。

相談員養成研修（初級）を開催し、25名が研修を修了した。

講師謝金 弁護士の助言を受け、高度な相談に対応した。

●テレビCMの放映、視覚障害者及び外国人向けパンフレット
の配布により消費生活センターに関する住民への周知を図っ
た。
●相談用パソコンを整備し相談機能の強化を図った。

対象経費（実績）

市町村行政職員向け相談マニュアルを作成し、これろ教材と
して研修を行い相談能力の向上を図った

⑭消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化） 軽自動車、事務機器類の購入費
軽自動車、機器類（携帯用パソコン、携帯用プリンタ、ビデオカ
メラ、ICレコーダー、携帯用複写機）の整備を行い、事業者指
導や法執行等の機能強化を図った。

⑮消費者行政活性化オリジナル事業（その他） 相談マニュアル作成費（委託費）

⑧食品表示・安全機能強化事業

⑫一元的相談窓口緊急整備事業

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑨消費者教育・啓発活性化事業

苦情相談情報のPIO-NETへの入力時間の短縮、事業者指
導･法執行機能の強化、消費者教育･啓発事業の強化、消費
者庁創設に伴い増加する相談に対応するため県内の相談員
等の相談能力向上のための事業を実施した。

⑩商品テスト強化事業

⑪地方苦情処理委員会活性化事業

教材作成･購入費、広報資料作成費

常勤職員時間外勤務手当

●高齢者向け啓発パンフレット（2種類）を作成し、市町村担当
者が高齢者宅を訪問する際の配布用や出前講座用として活
用し、高齢者の消費者被害の未然防止に努めた。
●高校生向けの啓発用DVDを作成し、県内の高校に配布し
て授業等での消費者教育に活用した。
●訪問販売シールを作成し、県内の高齢者宅に配布し悪質な
訪問販売業者対策として活用した。

して研修を行い相談能力の向上を図った。
⑮消費者行政活性化オリジナル事業（その他） 相談 ュアル作成費（委託費）



７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

研修参加・受入

実績事業計画

人

人日

実施形態
研修参加・受入要望

90

実地研修受入希望人数 人

法人募集型

3 実地研修受入人数 3

年間研修総日数人日年間研修総日数

年間研修総日数

90

人

人日

人日

参加者数

自治体参加型

参加希望者数 人

年間研修総日数



８．今年度に管内の市町村が実施した活性化事業の総額（交付金相当分） （単位：千円）

北九州市、福岡市、大牟田市、飯塚市、筑後市、中間市、小郡
市、筑紫野市、朝倉市

行橋市、大野城市

実施市町村

②消費生活センター機能強化事業（増設）

③消費生活センター機能強化事業（拡充）

④消費生活相談スタートアップ事業（新設）

⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催） 735

9,621

16,958

3,724

12,204

3,742

11,823 11,820

735

4,023

1,033

12,324

958

事業の実績事業計画

基金（交付
金相当分）
対象経費

計

事業経費

基金（交付
金相当分）
対象経費

計

事業経費

10,473

事業名

①消費生活センター機能強化事業（新設）

うきは市、宮若市、嘉麻市、みやま市、篠栗氏、新宮町、岡垣
町、小竹町、鞍手町、東峰村、大木町、広川町、香春町、添田
町、川崎町、築上町

北九州市

直方市、田川市、柳川市、八女市、大川市、豊前市、春日市、大
宰府市、糸島市、古賀市、福津市、遠賀町、筑前町

4,228

16,972

9,658

17,096

10,435

17,721

大牟田市、田川市、春日市、大野城市、遠賀町、筑前町

⑭商品テスト強化事業

⑮地方苦情処理委員会活性化事業

⑯一元的相談窓口緊急整備事業

⑨消費生活相談窓口高度化事業

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設）

⑪広域的消費生活相談機能強化事業（拡充）

⑫食品表示・安全機能強化事業

⑬消費者教育・啓発活性化事業

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援） 4,582

3,971

5,024

4,047

42,605

4,433

5,191

4,975

120 120 109

40,84341,825

4,529

5,633

4,433

4,656

40,510

109

4,529

福岡市、大牟田市、久留米市、直方市、飯塚市、田川市、柳川
市、八女市、筑後市、大川市、豊前市、小郡市、筑紫野市、春日
市、大野城市、宗像市、大宰府市、糸島市、古賀市、福津市、う
きは市、宮若市、嘉麻市、朝倉市、みやま市、宇美町、篠栗町、
新宮町、岡垣町、遠賀町、小竹町、鞍手町、筑前町、東峰村、大
小町、広川町、香春町、添田町、川崎町

大牟田市、飯塚市、宗像市

北九州市、大牟田市、中間市、宗像市

北九州市、福岡市、大牟田市、久留米市、田川市、八女市、大
川市、行橋市、豊前市、小郡市、筑紫野市、春日市、大野城市、
宗像市、大宰府市、糸島市、古賀市、福津市、うきは市、嘉麻
市、朝倉市、みやま市、宇美町、新宮町、遠賀町、大木町、広川
町、香春町、添田町、川崎町、築上町

⑰消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）



大牟田市、大川市、みやま市、宇美町、岡垣町、遠賀町、川崎
町、築上町

4,641

⑱消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

⑲消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

合計

4,699

101,104

4,641

102,151105,396

4,699

108,556



９．活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

②消費生活センター機能強化事業（増設）

③消費生活センター機能強化事業（拡充）

④消費生活相談スタートアップ事業（新設）

①消費生活センター機能強化事業（新設）

事業名

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

事業・機能強化の成果の概要

⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充）

４市１１町１村が相談窓口を開設した。
●相談用備品や機器類の整備　●執務参考図書の整備　●イベントで相談窓口開設のチラシ、グッツを配布し窓口周知を図った。

●消費生活相談窓口の看板を表示し窓口を明確にした。（１市、１町）
●チラシ、グッツによる消費生活相談室の周知を図った。(１市）
●専用相談室の設置や改修を行い相談環境を整備した。(４市、１町)
●相談用備品や機器類を整備し相談機能を強化した。(９市、２町)
●執務参考資料を充実させ相談機能を強化した。(５市、１町）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催） 相談員研修を開催し、相談能力の向上を図った。（１市)

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援） 相談員、行政担当職員の研修(国民生活センターや県などが開催）参加を支援した。（２２市、９町）

●相談室の改修工事を行い相談環境を整備した。(１市)
●テレビCMの放映(２市)や相談窓口案内シール、案内チラシなどの配布(１市)により消費生活センターの周知を図った。
●消費者ホットラインに接続可能な電話回線を敷設し、相談機能の強化を図った。(１市）
●機器類を整備し相談機能を強化した。(７市)

２市が消費生活センターを新設した。センター新設に伴い相談室等の改修工事を行い、相談環境を整備した。相談用のテーブル、椅子、パ
ソコン等の機器類及び執務参考資料を整備し相談機能を強化した。

●庁内の多重債務連絡会メンバ を対象に事例検討会を実施(１市) ●弁護士相談の実施（２市 ５町) ● ミ テ FMを活用した啓

⑪広域的消費生活相談機能強化事業（拡充）

⑱消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

⑫食品表示・安全機能強化事業

⑭商品テスト強化事業

⑮地方苦情処理委員会活性化事業

⑯一元的相談窓口緊急整備事業

⑰消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑬消費者教育・啓発活性化事業

●食品表示に関する講演会を実施し啓発を行った。（３市）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍ ﾙｱｯﾌ 事業（研修参加支援） 相談員、行政担当職員の研修(国民生活センターや県などが開催）参加を支援した。（２２市、９町）

⑨消費生活相談窓口高度化事業 高度な相談について、弁護士、司法書士などによる相談会を実施し相談員の能力向上を図った。（３市）

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設）

次の事業を実施し消費者教育、消費者被害の未然防止に努めた。
●広報誌、パンフレット、啓発グッツ等の住民への配布や公共施設への設置（１７市、１０町）
●ネットワークステーカーを作成し、民生委員、児童委員、老人クラブ等へ配布（１市）
●若年者向けの啓発資料を作成し、新成人・高校･大学等へ配布（5市、2町）
●高齢者向けの啓発資料を作成し、高齢者宅や老人クラブなど高齢者の集まりで配布（６市、６町〕
●出前講座、研修会等の開催（１４市、１０町、１村)
●悪質商法被害防止キャンペーンの実施(１市)
●中学生向けの啓発資料を作成し、社会科の授業で消費者教育を実施(１市)
●点字版啓発資料の作成(１町)

●相談員の新規配置（１市２町)　　●相談員の増員。（１市)　　●相談日の拡大した。(１市)　　●行政職員が時間外の弁護士相談等に対応
（１市、１町)

⑲消費者行政活性化オリジナル事業（その他）
●庁内の多重債務連絡会メンバーを対象に事例検討会を実施(１市)　　●弁護士相談の実施（２市、５町)　　●コミュニティFMを活用した啓
発番組の製作・放送(１町)



10．今年度の基金取崩し実績額

　

　

11．消費者行政決算

- 千円

千円1,338

①都道府県の消費者行政決算

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算総額

うち基金（交付金相当分）取崩対象経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

-- 千円うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

89,601

千円 -

-621 千円

100,238

平成21年度 チェック項目

-

0.38

-

-千円

90,222 千円 144,775

千円 373,746

千円

101,104

0

0

千円積増し相当分

うち都道府県

前年度差

54,553 千円

千円うち管内の市町村合計

交付金相当分

平成20年度

- 千円

156,278

55,174

千円

千円

千円

うち都道府県の基金

うち管内の市町村の基金計 0

55,174 千円

90,222 千円

千円

千円

273,508 千円

③都道府県全体の消費者行政決算総額

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算総額

千円

千円 - 千円 -千円 1,642うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当部分）取崩対象経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当分）取崩対象経費

- -千円 304 -

100,238

-1,487 千円

0.27

-

-

-866 千円

千円

154,791 千円

- 千円

千円

- 千円

0.30

-

千円 373,746

千円

千円

千円

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

273,508 272,642

273,508

千円 518,521

千円

千円

0 千円101,104

-

千円363,730 千円 362,243

千円

千円 156,278

363,730

-



12．基金の管理（実績）

13．都道府県の消費生活相談窓口

人 21年度末実績 相談員総数 0うち常勤職員の相談員 人

0 千円

相談員総数 13人 21年度末実績

0

千円

千円

0 千円

980,000 千円

156,278 千円

千円

828,853 千円

人平成20年度末 相談員総数 13

平成21年度の基金取崩し額（積増し相当分）

平成21年度末の基金残高（積増し相当分）

0

平成21年度末の基金残高（交付金相当分）

設置当初の基金残高（積増し相当分）

平成20年度末の基金残高（積増し相当分）

平成21年度の基金運用収入（交付金相当分）

相談員総数 0

設置当初の基金残高（交付金相当分）

平成20末の基金残高（交付金相当分）

平成21年度の基金取崩し額（交付金相当分）

千円

0 千円

消費生活相談員の配置

平成20年度末

980,000

5,131

平成21年度の基金運用収入（積増し相当分）

14．平成21年度の都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

相談員総数 0平成20年度末 相談員総数

①報酬の向上

経験の浅い相談員の報酬改善を行った。
3年未満　　 　 　 7,130円　　　　   8,260円
3～5年未満　  　7,700円
5～8年未満　 　 8,510円　　 　　　8,820円
8～10年未満　　9,120円
10年以上   　　　9,520円　　→　　9,520円

人 21年度末実績 相談員総数 0

人

うち常勤職員の相談員

うち非常勤の相談員

うち委託先職員等の相談員 人 21年度末実績

平成20年度末 相談員総数 13 人

0

人

21年度末実績 相談員総数 13 人

相談員総数 0

処遇改善の取組 具体的内容

平成20年度末

④その他

②研修参加支援

③就労環境の向上



15．管内市町村の消費生活相談窓口

16．平成２１年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

人

消費生活相談員の配置

人 21年度末実績 相談員総数 45うち委託先職員等の相談員 平成20年度末 相談員総数 43

人

うち非常勤の相談員 平成20年度末 相談員総数 37 人 21年度末実績 相談員総数 39 人

人 21年度末実績 相談員総数 0うち常勤職員の相談員 平成20年度末 相談員総数 0

実施市町村及び具体的内容

①報酬の向上

人 21年度末実績 相談員総数 84平成20年度末 相談員総数 80

②研修参加支援

（福岡市）報酬単価を前年対比１０．９％増額　　（筑後市）月額１４７，０００円を１６７，０００円に改定　　（大野城市）日額７，３００円を９，１００円に改定　　（宗像市

国民生活センター、県、他市等の実施する研修への参加を支援（北九州市、福岡市、大牟田市、久留米市、小郡市、筑紫野市、春日市、大野城市、宗像市、

人

処遇改善の取組

（直方市、小郡市、春日市、大宰府市、古賀市、朝倉市）相談用パソコンの整備による相談環境の改善　　（中間市）弁護士相談の実施による相談業務の軽減

④その他

③就労環境の向上


